
令和７年度予算 国の一般歳出における社会保障関係費

国の一般歳出の約５６％は社会保障関係費 （高齢化等に伴い、一般歳出に占める社会保障関係費が急増）

一般歳出に占める社会保障関係費の割合の推移

歳出 歳入

歳出
１，１５１，９７８

歳入
１，１５１，９７８

一般歳出
681,071

国債費
282,179

地方交付税
交付金等
188,728

社会保障
382,938

公共事業
60,858文教及び

科学振興
56,560

その他
94,025

防衛
86,691

租税及び
印紙収入
778,190

公債金
286,471

その他収入
87,318

所得税
226,660

法人税
192,450

消費税
249,080

その他
110,000

特例公債
218,561

建設公債
67,910

（億円）

一般歳出に占める
社会保障関係費の割合

→ 約56％

（単位：億円）

（注１） 計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある



年金

62.5 兆円

（44.4％）

保険料

82.2兆円 

社会保障関係費

38.3兆円 消費税

24.9兆円 

医療

43.4兆円

（30.8％）

国庫負担

38.2 兆円

防衛関係費8.7 兆円

所得税

22.7兆円 

（うち介護 14.0兆円）

（うちこども・子育て 11.9兆円）

地方負担

17.2兆円 

公共事業関係費6.1兆円 法人税 19.2兆円

資産収入等

文教及び科学振興費5.7兆円

その他の税収 11.0兆円その他9.4兆円

その他収入 8.7兆円

建設公債 6.8兆円地方交付税交付金等

18.9兆円

特例公債

21.9兆円

国債費

28.2兆円

福祉その他 
34.9兆円
（24.8％）

○ 社会保障給付費は約140.7兆円（年金が約４割、医療が約３割）
○ この給付（140.7兆円）を保険料（約６割）と公費（国・地方）（約４割）などの組合せにより賄う
○ 社会保障に対する国庫負担は30兆円を超え、一般歳出の56.2%を占めている

一般会計歳出の33.2％

一般歳出の56.2％

社会保障給付費（令和７年度予算ベース） 国 一般会計（令和７年度予算）

給付費 140.7兆円 財源 135.0兆円＋資産収入等 歳出 115.2兆円 歳入 115.2兆円

＜保険料の例＞
・ 年金
国民年金
17,510円(R7.4-)
厚生年金
18.3%(H29.9-)
・ 医療保険
協会けんぽ

10.0％（Ｈ24.4-）
・ 介護保険
１号保険料
平均（月額）

6,225円
  （R6～R8年度）

直近の実績値（令和５年度）
・ 社会保障給付費 135.5兆円（ＮＩ比30.95%）
・ 財源構成 保険料 80.1兆円、公費58.0兆円

（ほか資産収入など）

社会保障給付費と社会保障関係費の関係

（注） 計数は、それぞれ四捨五入しているため、
端数において合計と合致しないものがある
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